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緊急時における簡易型線量率計測システムの開発 

Development of Simplified Dose Rate Measurement System in an Emergency 
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１．はじめに 

2011年 3月 11日の東日本大震災に伴い発生した東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえ、

国は新たに原子力災害対策指針（以下「指針」という。）を定め、防災対策を重点的に行う区域（UPZ：Urgent 

Protective action planning Zone）を原子力施設からおおむね半径 30kmの範囲に拡大するとともに、空

間線量率の実測値を運用上の介入レベル（OIL：Operational Intervention Level）に照らし合わせ避難等

の防護措置実施の判断を下すこととした。この判断のためには、緊急時により多くの地点で空間線量率の

情報を取得できるシステムが必要であり、従来の固定観測局や可搬型モニタリングポストを補完する、コ

ストパフォーマンスに優れた簡易な空間線量率計測システムの開発が望まれている。 

２．システム設計 

 環境の積算線量測定に用いられている電子式線量計に着目し、簡単な演算処理による線量率への計算機

能を持たせ、可搬型モニタリングポストの通信にも用いられている FOMA回線を使用したデータ伝送機能を

付与する。これに加えて、遠隔地において収集サーバからの命令により、任意の伝送間隔でデータが収集

サーバに送信される「外部トリガー機能」、および設定した線量率に達した際に、自動で伝送間隔が変更さ

れ、収集サーバに送信される「内部判断機能」を設計した。これらの設計に基づき、富士電機株式会社の

協力を得て試作機を製作した。本開発では、緊急時の線量率で変動係数を 5％以内に抑えること、整備費

用は 1地点あたり 150万円以内であること、を目標とした。 

３．試験方法 

 試作機を用い、線源を照射して異なる線量率のもとでばらつきの確認試験を行った。試験中のデータの

伝送間隔は、国が緊急時のデータ収集頻度の目安として、指針補足参考資料（平成 26年１月 29日）で示

した 2分とした。その際、開発目標を達成するため、コストパフォーマンスを保ちつつ検出器感度の改良

やそれに伴うソフトウェアの改良を行った。 

４．結果および考察 

 改良を重ね試験を行った結果、目標とする整備費用内に抑えて緊急時の数μSv/h水準以上の線量率にお

ける変動係数を 5％以内とすることができ、目的とするシステムの開発に成功した。 

５．結論 

今回開発に成功した簡易型線量率計測システムは、安価な電

子式線量計を用いており、1 地点あたり 150 万円以内での整備

が可能である。緊急時対応のため「外部トリガー機能」および

「内部判断機能」を有しており、指針で示された、緊急防護措

置基準である 500μSv/h（OIL1）および早期防護措置基準であ

る 20μSv/h（OIL2）について、十分ばらつきを抑えた線量率の

計測ができる。さらに、本来持っている積算線量測定機能によ

り、外部被ばく線量評価や平常時の積算線量測定も可能である。 

今後、本システムが広く活用されることが望まれる。 
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図 電子式線量計による線量率（伝送間隔 2分） 

平均線量率 20μSv/hのとき変動係数は 1.9% 




